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近年，マネジメント技術活用方式（以下，「ＣＭ方式」と略す）の採用事例が増加しつつあり，発注

者・受注者双方から，これらのＣＭ方式の様々な課題とその対応，導入のリスクや効果が注目されている． 

そのため，土木学会建設マネジメント委員会 実践的ＣＭ研究小委員会（以下，「小委員会」と略す）

においては，信濃川下流河川災害復旧等関連緊急事業におけるＣＭ業務（信濃川下流築堤監理試行業務委

託）や東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）における事業促進ＰＰＰ業務（東関道水戸線道路事業管理業

務）等の実例をもとに，ＣＭ方式の課題や改善点を分析してきた． 

本報文は，小委員会での調査研究活動を踏まえて，ＣＭ方式を普及させるための今後のＣＭ方式の在り

方について考察したものである． 
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1. 研究の背景と目的 

 近年，ＣＭ方式の採用事例が増加しつつあり，発注

者・受注者双方から，これらのＣＭ方式の様々な課題と

その対応，導入のリスクや効果が注目されている． 

そのため，小委員会では，そのような業界の動向に対

応するために，現在までに実施されているＣＭ方式の実

例をもとに，課題や改善点を分析1), 2), 3)してきた．  

本報文は，小委員会での調査研究活動を踏まえて，今

後のＣＭ方式の在り方について考察したものである． 

 

 

2. 我が国へ導入した当初のＣＭ方式 

 

2.1 ＣＭ方式導入の経緯 

公共工事に対するコスト意識が高まる中で，専門工事

業者の技術力の向上もあり，発注者自身が建設生産・管

理システムの選択肢の多様化を求めるようになった． 

また，日米建設協議等において，建設市場の国際化を

求める声も高まった． 

そのため，国土交通省のマネジメント技術活用試行評

価検討会等でＣＭ方式が検討され，その後，数件の国土

交通省発注工事において試行された． 

 

2.2 ＣＭ方式導入当初の課題 

ＣＭ方式導入にあたり，ＣＭＲに対する公的位置づけ

とＣＭＲの独立性，ＣＭＲに対する資格制度，責任関係

と保証・保険制度，ＣＭ業務への対価等の課題があった． 

そのため，国土交通省では,平成12年12月に「ＣＭ方

式研究会」を設置してＣＭ方式の内容・課題等を整理し, 

平成14年2月にＣＭ方式の導入に当たっての基本的な指

針となる「ＣＭ方式活用ガイドライン」を取りまとめた． 

 

2.3 ＣＭ方式導入事例 

東海環状自動車道は名古屋市を中心に30～40km圏内

の都市をネットワーク化する延長約160kmの幹線道路で

ある．そのうち，豊田東JCTから美濃関JCTまでの区間 
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図-1 業務分担（責任分担）イメージ 

 

は， 2005年日本国際博覧会（愛知万博）への主要な

アクセス道路として，他の区間に先駆けて2004年度中に

整備する必要があった． 

実施にあたり，短期間で大きな事業量への対応，発注

者の技術者不足への対応，事業が錯綜し調整が必要なこ

とへの対応，分離・分割発注が必要なことへの対応，関

係機関・地元への一層の協議・調整が必要なことへの対

応等の課題があった． 

そのため，従来からの監督業務等の補助，技術提供に

よる監督業務等の質的な向上，技術提供による発注者責

任の拡大（量的な拡大）を目的として，美濃関ＪＣＴマ

ネジメント業務委託が試行された（図-1参照）． 

 

 

3.  ＣＭ方式の実例分析 

美濃関ＪＣＴマネジメント業務委託では，①コスト縮

減等に対してＣＭＲにインセンティブが無い，②必要資

格要件に見合った技術者の積算上のランク付けがされて

いない等の課題があった．  

小委員会では，このような課題に対して，❶信濃川下

流築堤監理試行業務委託，❷東関道水戸線道路事業管理

業務の実例をもとに，どのように改善され，どのような

課題が残っているかを分析した． 

これらのＣＭ方式の実例について，以下に示す． 

 

3.1 信濃川下流築堤監理試行業務委託4)の実例 

信濃川下流河川災害復旧等関連緊急事業では，限られ

た期間（5カ年：H16～H20），膨大な施工量（築堤土量

約300万m3），コスト縮減を考慮した他事業との調整及

び土砂配分，土砂運搬車両の運行管理等の課題があった

ため，ＣＭ方式が導入された． 

美濃関ＪＣＴマネジメント業務委託等の従前のＣＭ業

務においては，コスト縮減の提案義務はあるものの，Ｃ

ＭＲに対してインセンティブが規定されていなかった．  

表-1 コスト縮減に伴うＣＭＲの報酬 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

そのため，ＣＭＲは2000万円を上回るコストダウン提

案を行ったが，発注者側からは業務範囲内と判断されて

ＣＭＲへの還元がなく，ＣＭＲのモチベーションへの影

響が少なからずあった． 

その改善として，信濃川下流築堤監理試行業務委託で

は，採用した提案件数により技術経費率の10%相当の範

囲内の額をコスト縮減管理費として直接経費に計上し，

業務委託費を変更することが業務委託仕様書に明記され

た．また，その後，件数よりもコスト縮減額に基づく評

価をすべきとの判断が下され，平成19年度からは，採用

した提案により見込まれるコスト縮減額の50%に相当す

る金額をコスト縮減管理費として計上し，業務委託費を

変更するよう仕様書が改められた．しかし技術経費率の

10%相当以内の制約は残された（表-1参照）． 

実務においては，4年間の業務を通じて10件の提案が

なされ，そのうち，築堤土の受入基準と仮設法面保護に

ついての提案が採用された．このコスト縮減額は3000万

円以上と推算された． 

しかし，コスト縮減額として評価されるのは提案時の

見込額，報酬の対象となるのは提案年度のみであり，複

数年度に提案の効果が認められても評価の対象外とされ

たことから，ＣＭＲのインセンティブが十分に得られな

かったという課題が残った． 

そのため，コスト縮減額は実績で評価する，コスト縮

減提案数に応じた報酬額等の考え方を導入する，コスト

縮減提案の有効期間をＣＭ業務実施期間とする等の検討

が必要であると考える． 

 

3.2 東関道水戸線道路事業管理業務5)の実例  

東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）は延長30.9kmと

長く，潮来バイパスとの並行区間，JR鹿島線交差部の連

続高架区間，ゴルフ場下通過区間，鉾田地区をはじめと

した軟弱地盤区間，鉾田東ヶ崎地区の巴川への流末処理

区間が存在しており，官民多くの関係機関との調整や設

計・施工時の対応等の課題が多数存在していたため，事

業促進ＰＰＰ方式が導入された． 

本業務では非専任の管理技術者の下に設計・用地・施 

業務名 実施期間
コスト縮減
の提案義務

報酬

美濃関ＪＣＴ
マネジメント
業務委託

H14.4
～H16.3

あり なし

H17.7
～H19.3

採用した提案件数によ
り技術経費率の10%相
当以内

H19.6
～H21.3

採用した提案により見
込まれるコスト縮減額
の50%に相当する金額,
かつ技術経費率の10%
相当以内

なし

信濃川
下流築堤
監理試行
業務委託
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表-2 監理業務者の職種区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工の各業務ごとに専任の主任技術者が配置された．表

-２に示すように従前のＣＭ業務と比較して各技術者の

資格要件が業務内容に見合ったものになり，積算上の位

置づけもそれに見合ったものが設定された． 

これを従前のＣＭ業務と比較すると，東関道ＰＰＰで

は，管理技術者は広い業務範囲への対応を求められ技師

Ａから主任技師へ，主任技術者は担当業務に対してより

責任のある対応を求められ技師Ｂから技師Ａへランクア

ップしている．一方，技術員は多くの技術者にＰＰＰ業

務を経験する機会を与えるとの見地から資格要件が撤廃

された （表-2参照）． 

しかし，ＣＭ業務委託費は技術者単価×稼働日数をベ

ースに算定されており，適切な経費率の設定等に課題が

残った．また，技術者ランクはＣＭＲに何を期待し，何

を担わせるかに応じて設定される必要もある． 

そのため，工事金額比率方式6)による委託費の算定，

委託側・受託側の双方が納得できる技術者ランクの設定

等について，今後も検討が必要であると考える． 

 

 

4. 今後のＣＭ方式の在り方 

ＣＭ方式の事例を重ねるごとに課題が改善されつつあ

るが，依然として，①ＣＭ方式は施工段階での導入が多

い，②特記仕様書で明示しきれない業務が多く発生して

いる，③受注インセンティブが少ない，④ＣＭ方式・事

業促進ＰＰＰのプレーヤーが不足している，⑤ＣＭ方

式・事業促進ＰＰＰが十分に普及していないといった課

題を有している． 

そのため，小委員会にて，課題に対する今後のＣＭ方

式の在り方について，検討を重ねてきた． 

その検討内容について，以下に示す． 

4.1 “強み”を活かす役割分担【在り方①】 

事業促進ＰＰＰは，建設生産システム全体を対象とし，

それぞれの段階で事業執行上の資質を求めており，発注

者・建設コンサルタント・建設企業というプレーヤーの

“強み”を活かすことができている． 

一方，これまでのＣＭ方式は，施工段階からの導入が

多く，日々現場条件が変化する中で，施工者の行う施

工・工程・品質・安全管理等の現場管理に対し、ＣＭＲ

には適切な指導力が求められるため，発注者の立場でマ

ネジメントを行うものの，ＣＭ方式の導入効果をより高

めるためにＣＭＲにも現場技術が求められる． 

建設コンサルタントは，技術的な視点による設計技術

のチェック等に豊富な経験を有しているものの，建設企

業に比べて現場技術には精通していないため，これまで

のＣＭ方式においては、強みを活かしきれていない． 

 そのため，今後のＣＭ方式には，設計段階からのＣ

Ｍ方式の導入，設計業務をパッケージ化したＣＭ方式，

ＥＣＩ方式におけるＣＭ方式の併用等により，建設コン

サルタントの“強み”を活かせる役割分担の構築が必要

と考える． 

 

4.2 詳細な業務内容・量の明示【在り方②】 

ＣＭ方式への競争参加段階において，特記仕様書の業

務内容・量を踏まえて，バックオフィスを含む配置技術

者等の実施体制を構築している． 

しかし，施工段階では，日々の現場対応において，特

記仕様書に規定された業務内容と異なる当初想定外の事

象，協議・調整等が発生し，ＣＭＲ（バックオフィスを

含む）に過度な負担がかかる場合もある． 

そのため，マネジメント対象の事業規模・対象業者数，

協議・調整が必要となる期間・回数・時期等をできるだ

け詳細に明示する必要があると考える． 

 

4.3 受注インセンティブの創出【在り方③】 

建設コンサルタントは，本業が非常駐・非専任であり，

複数業務を同時並行で担当するため，現在の委託費の積

算では，常駐・専任を求められるＣＭ方式及び事業促進

ＰＰＰはビジネスとして主要な位置付けになっていない． 

そのため，「4.1 “強み”を活かす役割分担」に示す

ように，ＣＭ方式と設計業務等のパッケージ化等により，

建設コンサルタントの受注インセンティブの創出を図る

必要があると考える。 

一方、建設企業では，工事受注が企業経営へ及ぼす影

響が大きいため，ビジネスとしてのＣＭ方式及び事業促

進ＰＰＰの位置付けは低くなっている．さらに，マネジ

メント対象工区において工事の受注制限が課せられるた

め，不用意にＣＭ方式及び事業促進ＰＰＰに参入できな

いのが現状である． 

信濃川CM

技術者の種類
専任・常駐
の有無

技術者の要件
技術者の
ランク

管理技術者 専任

技術士または１級土木取
得後５年以上の実務経験
かつ国内のPMCM経験また
は指定規模以上の工事で
の監理技術者経験

技師A

主任現場技術員 専任 同上 技師B

現場技術員 なし
２級土木以上取得後4年以
上の実務経験

技師C

東関道PPP

技術者の種類
専任・常駐
の有無

技術者の要件
技術者の
ランク

管理技術者 なし

道路に関する技術者とし
ての実務経験10年以上
上記には指導的立場での
従事を含む

主任技師

主任技術者 専任・常駐

技術士などの資格を有
し、道路に関する技術者
としての実務経験10年以
上

技師A

技術員 専任・常駐 資格要件なし 技術員
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そのため，ＥＣＩ方式の積極的な活用等による施工段

階における技術支援と工事受注のパッケージ化により，

建設企業の受注インセンティブの創出を図る必要がある

と考える。 

 

4.4 継続したプレーヤーの育成【在り方④】 

ＣＭ方式及び事業促進ＰＰＰでは，多様な専門技術力

に加え，即時対応能力や調整・説明能力等の資質が重要

であり，建設コンサルタント及び建設企業のそれぞれの

本業とは異なる資質が求められる． 

事業促進ＰＰＰでは，事業管理，調査設計，用地，施

工・施工管理の主任技術者には資格・実績要件を課して

いるが，担当技術者には資格要件が課されていないため，

担当技術者は事業促進ＰＰＰの経験を主任技術者の実績

要件として活用でき，継続した育成が図れている． 

しかし、ＣＭ方式（信濃川下流築堤監理試行業務委託

の場合）では，主任現場技術員に加え，現場技術員につ

いても資格及び実績要件を課していることから，社内で

のプレーヤーとしての育成が必要となる． 

そのため，ＣＭ方式においても要件緩和を含めて，プ

レーヤー育成の継続性が図れる要件設定の検討が必要と

考える． 

 

4.5 ＣＭ方式等の市場創出【在り方⑤】 

建設コンサルタントや建設企業は，ビジネス市場の動

向に応じて，ＣＭ方式及び事業促進ＰＰＰの担当部署の

設置や担当技術者の配属・育成を考えることから，ビジ

ネス市場として捉えるためには，常時、一定量のＣＭ方

式や事業促進ＰＰＰ案件の発注が必要となる． 

しかし，発注者側の技術職員の削減もあり，ＣＭ方式

や事業促進ＰＰＰの潜在的なニーズは多く，国土交通省

では，災害復旧工事に導入していた事業促進ＰＰＰを平

常時の大規模事業にも拡大しているものの，いまだビジ

ネス市場としての確立には至っていない．  

そのため，新たなＣＭ方式及び事業促進ＰＰＰの市場

性として，将来の大規模事業やＣＭ方式・事業促進ＰＰ

Ｐの発注見通しができる限り早期に公表される仕組みの

構築等の検討が必要と考える． 

 

 

5. まとめ 

本報文では，小委員会で実施したＣＭ方式の実例分析

により，ＣＭ方式には様々な課題があり，業務を通じて

改善されつつあることを明らかにした．  

一方で，現在のＣＭ方式には依然として様々な課題が

あることも明らかにした．  

今後は，第4章で提示した「今後のＣＭ方式の在り

方」を実現させるための対応策について，小委員会にて

検討を重ね，取りまとめていく所存である．  
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Analysis on practical cases of CM method in Japan  

and proposal how it should be in future 

 

Kazuhiko GOTO, Norihiko AJIKI, Hiromi SUWA, Makoto IWATA and Akira SUZUKI 

 
In recent years, as construction projects using CM method are increasing, both the ordering party and 

the contractor have various issues and their responses, and then attention to the risks and effects of intro-

duction. 

The Research Subcommittee on Practical CM Method in the Construction Management Committee, 

JSCE, therefore, has analyzed the issues and improvements of CM operation based on actual examples 

such as the CM work on the emergent recovery project of the Shinano River and the PPP method for pro-

ject acceleration to the Mito Line of Higashi Kanto Expressway project.  

Based on the research activities in our subcommittee, this paper considers how the future CM method 

should be as to promote and spread it even more. 
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